
資料４

No. 章 節 小節 新ページ 内容 旧ページ 備　考

1 第１章　策定の趣旨 １　策定の趣旨 － 1 「（注）　年代表記については、平成３０年１２月現在、新元号が公表されていないため、平成３１年度以降も一部で平成表記としている。」を削除 1

2 － 7 「家庭」アイコンの中の県人口の３／４を修正（約５４４万人→約５６０万人） 7

3 － 8
「処理能力」を修正（南部：１，０７０，４００→９５５，８００、北部：２２３，７５０→１６６，２００、荒川上流：１０，１５２→１０，６０１、
８流域合計：２，７７１，００２→２，５９５，３０１）

8

4 9 「現在年月日」を修正（平成３０年４月１日→令和４年４月１日） 9

5 9 「民間企業社員数」を修正（約５５０名→約５３０名） 9

6 9 「※　４つの水循環センターのうち新河岸川上流水循環センターは令和５年３月から公社代行となる。」を加筆 9
包括的民間委託→遠隔操作による運転・管
理に移行

7 10 「埼玉県下水道局」の人数を修正（約１００名→約１１０名） 10

8 10 「公益財団法人埼玉県下水道公社」の人数を修正（約１２０名→約１１０名） 10

9 10 「受託事業者」の人数を修正（約５００名→約４８０名） 10

10 10 「※　包括的民間委託となっている比較的小規模な４つの水循環センターのうち新河岸川上流水循環センターは令和５年３月から公社代行となる。」を加筆 10

11 11 「流域下水道に接続する４７市町の公共下水道から受け入れる処理水量は、近年全体的には横ばいから微増の傾向となっている。」から「近年」を削除。 11

12 11 「局発足以来の処理水量の推移」を最新数値（Ｒ３まで）に更新 11

13 11 流域関連公共下水道（汚水）の整備面積の推移の「最新の整備率」を修正（９０％→９２％） 11

14 11 流域関連公共下水道の最新の「水洗化率」を修正（９５．９％→９６．２％） 11

15 11 流域関連公共下水道の最新の「普及率」を修正（８４．３％→８６．２％） 11

16 12
本文前段「維持管理費を中心とした収益的支出は、原油価格の動向等に伴う電気料金の変動や施設・設備の修繕費の多寡等から年度間の変動が生じているものの、近年、
年間５００億円程度（減価償却費を除き２００億円程度）で推移している。」を修正（「減価償却費を除き２２０億円程度」）

12

17 12 本文後段のうち「電気料金の大幅な変動に留意しつつ」を「電気料金の大幅な変動や」に修正し、「消費税率の引き上げが予定される」を削除 12

18 12 棒グラフ「局発足以降の収益的支出の推移」を最新（Ｒ３まで）に更新 12

19 12 傾向を示したアイコンに「燃料費の変動」を加え、「消費税率の引き上げ」を削除 12

20 12 円グラフ「維持管理費の内訳」を最新（令和３年度）に更新 12

21 13
本文前段「建設改良を中心とした資本的支出は、機械・電気設備の改築更新等の老朽化対策や施設の耐震化、下水道資源の有効活用事業の推進などから、近年、年間２５
０億円程度（企業債元金償還を除き１７０億円程度）で推移している。」を修正（年間２５０億円→年間２６０億円、企業債元金償還を除き１７０億円程度→２００億円
程度）

13

22 13 棒グラフ「下水道局発足以降の資本的支出の推移」を最新（Ｒ３まで）に更新 13

23 13 グラフ「事業開始からの建設投資額」を「有形固定資産額（土地は除く）」に差替え 13
「建設投資額」だと「減価償却」が反映さ
れていないため

24 14 棒グラフ「損益状況の推移」を最新（Ｒ３まで）に更新 14

25 14 図「損益計算書」を最新（Ｒ３決算）に更新 14

26 14 図「貸借対照表」を最新（Ｒ４．３．３１）に更新 14

27 14 棒グラフ「一般会計繰入金の推移」を最新（Ｒ３まで）に更新 14

28 14 棒グラフ「企業債残高の推移」を最新（Ｒ３まで）に更新 14

見直し箇所一覧表

１　事業の概要

（１）推進体制

（２）処理水量

第２章　流域下水道
事業の現況と今後の
見通し

（４）建設改良投資の
動向

２　事業の現況と今後の
見通し

（１）これまでの経営
状況

（３）維持管理費の動
向
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29 15 本文に「流域関連市町の維持管理負担金単価は、各流域の規模により価格差が生じているが、全国的に見ても小規模流域ほど負担金単価が高くなる傾向にある。」を追加 15

30 15 マップ図「流域別負担金単価」を最新（令和４年４月１日現在処理単価・令和３年度末処理人口・令和３年度年間処理水量）に更新 15

31 15 旧１７ページの棒グラフ「全国流域下水道の処理規模別負担金単価（処理区単位）」を最新（Ｒ４負担金単価とＲ４処理能力）に更新の上、転記 15

32 15 参考として、表「本県処理場規模と負担金単価」を新たに記載 15

33 16 本文前段の「平成２８年度の経営比較分析表」を「令和２年度の経営比較分析表」に変更 16

34 16 表「主な経営指標」について、「埼玉県」欄と「類似団体」欄を最新の実績値に更新 16

35 17 本文から「このため、流域関連市町の維持管理負担金単価は、各流域の規模の大きさにより価格差が生じているが、全国的に見ても同様の傾向にある。また、」を削除 17
「維持管理負担金単価」の記載はＰ１５に
移したため

36 17 棒グラフ「全国流域下水道の処理規模別負担金単価（処理区単位）」を最新（Ｒ４負担金単価とＲ４処理能力）に更新の上、１５ページに転記 17 「負担金単価」のグラフであるため

37 17 円グラフ「都道府県別処理能力割合」、棒グラフ「職員（公社含む）一人当たり年間処理水量」を更新 17

38 19 棒グラフ「県人口の将来見通し」を最新（埼玉県５か年計画（令和４年度～令和８年度））に更新 19

39 19 マップ図「国勢調査による人口増減率」を最新（Ｒ２／Ｈ２７比）に更新 19

40 19 棒グラフ「流域処理区域内人口の推移」を最新（Ｒ３末まで）に更新 19

41
（２）施設の老朽化の
進行

20 棒グラフ「水循環センターの供用開始からの経過年数」を最新（Ｒ３末まで）に更新 20

42
（３）大規模地震等の
災害の備え

21 マップ図「本県に大きくかかわることが想定される各地震の震源域」の（出展）から「埼玉県５か年計画（平成２９年度～平成３３年度）より」を削除 21
同計画に左記の地震名が掲載されなくなっ
たため

43
（１）東京湾の水質向
上

22 本文「本県の９つの水循環センターのうち」の後ろに「小山川水循環センター以外の」を挿入 22

44 23
本文に「「地球温暖化対策の推進に関する法律」に基づき、県事業での温室効果ガスの排出量を削減する「地球温暖化対策実行計画（事務事業編）」を作成するととも
に、」と「そこで、「埼玉県流域下水道地球温暖化対策実行計画」を定め、２０３０年度までに温室効果ガスを２０１３年度（平成２５年度）比で４６％以上削減するこ
とを目標に取り組んでいくこととしている。」を記載

23

45 23 円筒グラフ「県施設の温室効果ガス排出量」を最新（第３期　埼玉県地球温暖化対策実行計画（事務事業編）改正版及び令和２年度実績公表）に更新 23 下水道局の目標　△４６％

46
３　ＤＸの推進に係る
経営環境

－ 25 新設

47
４　広報の推進に係る
経営環境

－ 26 新設

48 ５　国の動向 － 27
国土交通省欄に「全国各地の豪雨等による下水道施設の甚大な被害の発生を受けて浸水対策を推進」「社会の脱炭素・循環型への転換を先導する「グリーンイノベーショ
ン下水道」を推進」「基幹テクノロジー（５Ｇ等）を活用したインフラ分野のＤＸ推進」を追加

25

49 － － 29 「実践目標の設定」に「※　ＤＸの推進」を付記 27

50 （１）前提 30 表中、「執行体制」欄を令和４年４月１日時点に修正（県下水道局：１０１人→１０７人、下水道公社：１１９人→１１２人） 28

51 31

「環境保全」分野＝「良好な水環境の確保（河川の水質汚濁の防止）」図内の記載の更新

　約５４０万人の家庭排水（ＢＯＤ
６
：１００～２５０mg/L）等を良好な水質（ＢＯＤ

６
：１．６～４．０1mg/L）にして河川へ放流（Ｈ２９）

　→　約５６０万人の家庭排水（ＢＯＤ
６
：１３０～３１０mg/L）等を良好な水質（ＢＯＤ

６
：１．６～３・１1mg/L）にして河川へ放流（Ｒ３）

29

52 31
「機能維持」分野＝「災害対策の強化」の修正（「・一般社団法人埼玉県建設コンサルタント技術研修協会と災害時における下水道施設の技術支援協力に関する協定を締
結（Ｒ２）」「・河川氾濫等の浸水リスクのある下水道施設について耐水化計画を策定（Ｒ３）」を加筆）

29

53 31 「健全経営」分野＝「総務省の繰出基準
４
に基づき約７１億円を一般会計から繰り入れ（Ｈ２９）」を「「総務省の繰出基準

４
に基づき一般会計から繰り入れ（Ｒ３）」に

変更
29

54 32
「環境改善」分野＝「良好な水環境の確保（東京湾の富栄養化の防止）」図内の記載の更新（高度処理に関する記載の更新）
　・高度処理の導入が必要な３４系列について対応済、・流域下水道総合計画における必要性を踏まえ、老朽化対策とあわせて高度処理施設の増・改築を進める

30

55 32 「環境改善」分野＝「温暖化対策の推進」図内の記載の更新（温室効果ガス排出量削減目標：▲２６％　→　２０３０年度までに２０１３年度比▲４６％） 30

56 32 「資源活用」分野＝「下水道資源の有効活用」図内の記載の更新（下水汚泥の肥料化・土地の有効活用を追加） 30

第３章　流域下水道
事業を取り巻く経営
環境

（１）県人口の減少

１　事業の「持続」に
係る経営環境

（２）温暖化対策

１　実践目標の設定に
当たっての考え方

（２）現在の事業展開

２　事業の「進化」に
係る経営環境

３　経営状況

（４）規模等による全
国比較

（２）維持管理負担金

（３）経営指標による
分析
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57 33
「事業の「持続」に関する実践目標」の「Ⅱ　下水道施設の保全」の記載の更新（施設の改築更新　→　下水道施設の改築更新、「また、点検困難箇所の改善を行う」を
追加）

31

58 33 「事業の「持続」に関する実践目標」の「Ⅲ　災害対策の強化」の記載の更新（従来の想定を超える集中豪雨に備える侵入水対策　→　浸水対策） 31

59 33 「事業の「持続」に関する実践目標」全体を「ＤＸの推進  デジタル化による県民サービス、事業者サービスの向上と行政事務のデジタル化の実現に取り組む」で覆った 31

60 34
「事業の「進化」に関する実践目標」の「Ⅵ　良好な水環境の確保（東京湾の富栄養化の防止）」の記載の更新（「標準的な処理では除去できない窒素やリンを除去する
高度処理の導入を推進する」→「窒素やリンの除去能力の高い高度処理の導入を推進する」）

32

61 34
「事業の「進化」に関する実践目標」の「Ⅹ　新技術等の積極導入」の記載の更新（「デジタル化による県民サービス、事業者サービスの向上と行政事務のデジタル化の
実現に取り組む」を追加）

32

62 34 「事業の「進化」に関する実践目標」全体を「ＤＸの推進  デジタル化による県民サービス、事業者サービスの向上と行政事務のデジタル化の実現に取り組む」で覆った 32

63 35
「Ⅰ 良好な水環境 の確保」【主な取組】２つ目の記載の更新（「資源化やエネルギー化などの活用に努めるとともに、」を追加、「焼却するなどして可能な限り減量化
する。」に修正）

33

64 35 図表「各水循環センターにおける処理水質（ＢＯＤ）の状況」の更新（令和３年度実績へ。「アユが棲める水質は３．０mg/L以下」を削除） 33
※各水循環センターとも放流時水質は
「１．５」を下回っている。

65 35 図「汚泥の減量化」の記載の更新（脱水ケーキ年間：約５４万トン→約５３万トン） 33

66 36
「Ⅱ　下水道施設の保全」【主な取組】１つ目「下水道施設→下水道施設（水循環センターや管路など）」に修正、行末に「併せて、点検困難箇所の改善を進める」を追
加

34

67 36
「Ⅱ　下水道施設の保全」【主な取組】に「・紙で管理していた管路に関する施設情報、維持管理情報などのデータを、一括して電子化し管理するシステムを運用す
る。」と「・下水道施設台帳システムを利用した施設・設備のデータの活用を進める。」を追加

34

68 37 「Ⅲ　災害対策の強化」表題部分の修正（「従来の想定を超える集中豪雨に備える浸入水対策」→「浸水対策」） 35

69 37 「Ⅲ　災害対策の強化」【主な取組】に「河川氾濫等の災害時においても一定の下水道機能を確保するため、下水道施設の耐水化を進める。」を追加 35

70 37
「Ⅲ　災害対策の強化」【主な取組】４つ目「県と市町村において、平時から下水道ＢＣＰを共有するとともに、広域的な災害訓練を反復していく。」に「包括的民間受
託者や各種協会と連携し、」を挿入し、「反復」を「実施」に修正

35

71 37 「Ⅲ　災害対策の強化」【主な取組】に「雨天時浸入水の影響が大きい右岸流域下水道の流量計をクラウド化して、遠隔監視できるよう改修を進める。」を追加 35

72 37
【重要施設の耐震化】部分の進捗データの更新（２０１７年度末→２０２１年度末：＜ポンプ場＞８／２２か所　→　１２／２２か所、＜管渠＞４０／５１km→５１／６
１km、８２／５４１箇所→４７９／６２１箇所）

35

73 38 「Ⅳ　収支が均衡する安定的・持続的な経営」【主な取組】２つ目の「太陽光発電」の後に「消化ガスを」を挿入 36

74 39
「Ⅴ　効率的な執行体制の構築」【主な取組】４つ目を「各実践目標を推進していく土壌となる風通しのよい職場づくりとして、局、公社、事業に携わる民間事業者を含
めた情報の共有化や事業全体の理解促進」の後に「女性など多様な人材の活躍推進」を挿入

37

75 39
「Ⅴ　効率的な執行体制の構築」【主な取組】に「新河岸川上流終末処理場（川越市）の運転操作を、新河岸川終末処理場（和光市）から遠隔操作で行うことにより、運
転操作員の無人化を図る。」を追加

37

76 40
「Ⅵ　良好な水環境の確保（東京湾の富栄養化の防止）」表題部の記載の更新（「標準的な処理では除去できない窒素やリンを除去する高度処理の導入を推進する」→
「窒素やリンの除去能力の高い高度処理の導入を推進する」）

38

77 40
「Ⅵ　良好な水環境の確保（東京湾の富栄養化の防止）」表題部の「重点行動」の記載の修正（「高度処理化率１００％｝→「流域下水道総合計画における必要性を踏ま
え、老朽化対策とあわせて高度処理施設の増・改築を進める」）

38

78 40
「Ⅵ　良好な水環境の確保（東京湾の富栄養化の防止）」【主な取組】２つ目の文頭に「今後、」を加え、「水処理施設の高度処理化は、」の後に「地球温暖化対策との
バランスを考慮しながら、令和５年度改定予定の「流域別下水道整備総合計画」を踏まえ、」を挿入

38

79 40 図表を更新（２０１７年度末→２０２１年度現在、【主な取組】と表現を合わせた記載に修正） 38

80 41 「Ⅶ　市町村支援の充実」表題部「重点行動」の更新（流域関連市町における能郷集落排水の接続地区　＜現状＞０→２地区、＜２０２９年度＞６→１０地区） 39

81 42
「Ⅷ　温暖化対策の推進」【主な取組】に「下水汚泥の処理過程でバイオガスを発生させ、焼却炉の補助燃料や発電に活用する事業を元荒川水循環センター、中川水循環
センターで実施している。今後、古利根川水循環センターでも同様の施設の導入を検討する。」を追加

40

82 42
「Ⅷ　温暖化対策の推進」【主な取組】に「効率の良い散気システムやＡＩなど、新技術に関する民間企業の実証に協力することで、将来の処理施設のエネルギー効率の
向上に取り組む。」を追加

40

83 42
「温室効果ガス排出量の削減」図表の更新（＜現時点＞２０１４年（Ｈ２６）２７．６万トン→２０２０年（Ｒ２）２７．４万トン、＜基準年＞２００５年（Ｈ１７）３
７．７万トン→２０１３年（Ｈ２５）２．６万トン、＜目標年＞２０２０年（Ｈ３２）２７．９万トン→２０３０年（Ｒ１２）１７．６万トン、＜削減目標＞▲２３％→
▲４６％）

40

84 42 「エネルギー使用量の削減」図表の実績年の修正（Ｈ２９→Ｒ３） 40

（２）事業の「持続」
に関する実践目標

（１）実践目標の体系

２　実践目標の設定

（３）事業の「進化」
に関する実践目標

第４章　経営戦略の
具現化のための実践
目標の設定
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資料４

No. 章 節 小節 新ページ 内容 旧ページ 備　考

見直し箇所一覧表

85 43
「Ⅸ　下水道資源の有効活用」【主な取組】１つ目の記載を更新（元荒川水循環センター、中川水循環センターで実施している。今後、古利根川水循環センターでも同様
の施設の導入を検討する。）

41

86 43 「Ⅸ　下水道資源の有効活用」【主な取組】３つ目の記載を更新（下水汚泥の肥料化について、市場動向などを踏まえ、事業化を検討する。） 41

87 43 「Ⅸ　下水道資源の有効活用」【主な取組】に「下水道施設の未利用地について、地元市町の都市計画を踏まえながら活用方法を検討する。」を追加 41

88 43 図表の修正（＜汚泥焼却炉＞灯油使用量→燃料使用量、＜バイオガス発電＞発電量見込み１，３９０万kwh/年→１，１９５万kwh/年）） 43

89 44
「Ⅹ　新技術の積極導入」【主な取組】に「下水汚泥の処理過程でバイオガスを発生させ、焼却炉の補助燃料や発電に活用する事業を元荒川水循環センター、中川水循環
センターで実施している。今後、古利根川水循環センターでも同様の施設の導入を検討する。」を追加（再掲）

42

90 44 「Ⅹ　新技術の積極導入」【主な取組】３つ目の文言調整（下水道施設台帳システム（ＡＭＤＢ）などを利用した施設・設備のビッグデータの活用化を進める。【再掲】） 42

91 44 「Ⅹ　新技術の積極導入」【主な取組】に「処理場の遠隔操作設備を導入し運用を開始する。【再掲】」を追加 42

92 44 「Ⅹ　新技術の積極導入」【主な取組】に「流量計データのクラウド化による遠隔監視化を進める。【再掲】」を追加 42

93 44 「Ⅹ　新技術の積極導入」【主な取組】に「管路情報システムの運用を開始する。【再掲】」を追加 42

94
３　関連諸計画等との
適合

－ 45
「県の関連諸計画」の更新（県５か年計画２０２２－２０２６、県行財政改革行動計画２０２０－２０２２、埼玉県デジタルトランスフォーメーション推進計画２０２１
－２０２３、県地球温暖化対策実行計画２０２１－２０３０）

43

95
１　建設改良事業の平
準化

－ 47
「（投資目標の算出）」図表中「財政面から」欄の記載の更新（「直近５か年の決算額の平均：２１３億円」追加、「最大決算額：２０８億円（Ｈ２９実績）→２４１億
円（Ｒ２実績）、「最大投資額について年２００億円程度を超過している実績を踏まえ、今後投資目標を見直していく。」追加）

45

96 48 Ｒ３年度（２０２１年度）までを実績値とし、Ｒ４～１０年度の年平均を記載 46

97 48
「（共通事項）」欄の記載の修正（Ｈ３１年度は当初予算要求ベース、Ｈ３２年度以降は予算額及び直近の決算額における収入額及び支出額をベースに実践目標に掲げる
均衡した収支を基本に見込む。」→「Ｒ４年度以降は予算額及び直近の決算額をベースに電気料・燃料費等の変動を勘案して見込む。」）

46

98 48
「（収入）」欄の記載の修正（「維持管理負担金は、流域ごとに見込んだ一日平均処理水量に平成３０年度現在の維持管理負担金単価を乗じて算出する。」、「一般会計
補助金は、総務省繰出基準及び埼玉県流域下水道事業補助金交付要綱に基づいて算出した額を見込む。」）

46

99 48 「（支出）」欄の時点修正（＜給与費＞令和４年度当初予算ベース、＜減価償却費及び支払利息＞令和３年度末現在） 46

100 49 Ｒ３年度（２０２１年度）までを実績値とし、Ｒ４～１０年度の年平均を記載 47

101 49
「（共通事項）」欄の記載の修正（平成３１年度は当初予算要求ベース、平成３２年度以降は予算額及び直近の決算額における収入額及び支出額をベースに実践目標に掲
げる均衡した収支を基本に見込む。」→「令和４年度以降は予算額及び直近の決算額における収入額及び支出額をベースに見込む。」）

47

102 49
「（収入）」欄の記載の修正（＜国庫補助金＞現状の補助率、＜企業債＞工事負担金と同様に算出した額に、平準化債、借換債の発行額を加えてを見込む。、＜一般会計
出資金及び一般会計補助金＞総務省繰出基準及び埼玉県流域下水道事業補助金交付要綱に基づいて算出した額を見込む。）

47

103 49 「（支出）」欄の文言調整（＜建設改良費＞「５年間で１，０００億円の事業費を確保し」に修正、＜企業償還金＞令和３年度末現在） 47

104 49 「企業債残高の推移見通し」の更新（Ｒ３まで実績、Ｒ４予算上の数値、Ｒ５～１０年度見込み） 47

105
（３）流域別の一日当
たり処理水量の見込

50 更新（Ｒ３まで実績、Ｒ４予算上の数値、Ｒ５～１０年度見込み（直近の平均または実績動向から見込む）） 48

106
（参考）流域関連市町
の公共下水道の状況

51 更新（Ｒ３年度末現在＜処理人口普及率＞・＜水洗化率＞、Ｈ２９年度末→Ｒ３年度末） 49

107 － 57 令和４年７月１５日埼玉県下水道局経営懇話会の開催①及び令和５年１月２４日埼玉県下水道局経営懇話会の開催②の記載を加筆 55

108 － 58 「埼玉県下水道局経営戦略」及び「埼玉県下水道局経営マネジメント目標」のアイコン中、「策定」及び「令和５年３月改定」を加筆 56

109 ２　用語の解説 － 59 ＤＸ（デジタルトランスフォーメーション）の解説を追加 57

に関する実践目標

１　策定の経緯→策
定・改正の経緯

資料編

（２）資本的収入及び
支出の見込

第５章　建設改良事
業の平準化・収支見
込 ２　収支見込

（１）収益的収入及び
支出の見込
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